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平成２１年第１回三重県議会定例会提出予定議案概要（追加提案・その１０）

区 分 件 名 概 要

予 算 １件
条 例 案 ２件 議案５件
その他議案 ２件
報 告 ３１件
認 定 件
提 出 １件
計 ３７件

◎予算
（１件）

総務部 【１】平成 年度三重県一般会計補正予算（第４号）21

◎条例案
（２件）

【２】
県土整備部 三重県屋外広告物条例の一 政治資金規正法第六条第一項の届出を行った政治団体が政

部を改正する条例案 治活動のために表示又は設置するはり紙等について、許可対
象から除外するための規定等を整備するものである。

（公布の日から施行）

【３】
警察本部 三重県警察の組織に関する 警察法施行令の一部改正に伴い、警察本部の所掌事務の改

条例の一部を改正する条例 正を行うものである。
（ ）案 公布の日から施行

（主な改正内容）

・被疑者の取調べの適正を確保するための監督の措置に関する事務

を警務部の所掌事務とする。

〈参 考〉

○ 条例の概要

警察法第４７条第４項及び第５３条第４項の規定に基づき、三重県警察本部の内部組織並びに

警察署の名称、位置及び管轄区域について必要な事項を定める。

・警察法第４７条第４項

警視庁及び道府県警察本部の内部組織は、政令で定める基準（警察法施行令第４条第１項）に従

い、条例で定める。

・警察法施行令第４条第１項

法第４７条第４項に規定する警視庁及び道府県警察本部の内部組織の基準は、別表第一のとおり

とする（基準として別表第一に所掌事務が列記 。）
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区 分 件 名 概 要

◎その他議案
（２件） 【４】

警察本部 工事請負契約の変更につい 松阪警察署建築工事
て ○場 所 三重県松阪市中央町３６６－１地内

○契約金額 変更前 円1,395,292,500
変更後 円1,411,379,550

○契約方法 随意契約
○請負者住所氏名

岐阜県大垣市西崎町２丁目４６番地
岐建・中村・土屋特定建設工事共同企業体
代表者 岐建株式会社

代表取締役社長 木村 志朗
○工事の概要 警察庁舎 ４階建 ㎡4,854.68

【５】
教育委員会 損害賠償の額の決定及び和 平成２１年４月２６日、三重県立亀山高等学校において、

解について 強風により防球ネットの支柱が折れ、民家の壁の一部を破損
したことについて、損害賠償の額を決定し、これに伴う和解
を行うものである。

損害賠償額 223,650円

◎報告
３１件 【６】（ ）

県土整備部 専決処分の報告について 県営住宅家賃の滞納に伴う家賃の請求等の訴えの提起（和
訴えの提起 和解を含む 解を含む ）を行った。（ （ 。） 。
について）

【７】
総務部 専決処分の報告について 平成２０年１０月３１日鈴鹿市長太栄町地内の主要地方道

（損害賠償の額の決定及び 四日市楠鈴鹿線において発生した鈴鹿県税事務所（税務室）
和解について） に係る自動車による公務上の事故に関して損害賠償の額につ

いて和解した。
損害賠償額 円279,809

【８】
健康福祉部 専決処分の報告について 平成２１年３月１１日津市広明町１３番 地内の駐車場に

（損害賠償の額の決定及び おいて発生した津保健福祉事務所に係る自動車による公務上
和解について） の事故に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 円63,168

【９】
環境森林部 専決処分の報告について 平成２１年３月１０日北牟婁郡紀北町海山区相賀地内の駐

（損害賠償の額の決定及び 車場において発生した林業研究所に係る自動車による公務上
和解について） の事故に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 円98,086

【１０】
農水商工部 専決処分の報告について 平成２１年１月８日松阪市神守町地内の国道２３号におい

（損害賠償の額の決定及び て発生した松阪農林商工環境事務所（農政・普及室）に係る
和解について） 自動車による公務上の事故に関して損害賠償の額について和

解した。
損害賠償額 円310,650
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区 分 件 名 概 要

【１１】
農水商工部 専決処分の報告について 平成２１年１月２９日四日市市新正地内の三重県四日市庁
つづき （損害賠償の額の決定及び 舎駐車場において発生した北勢家畜保健衛生所に係る自動車

和解について） による公務上の事故に関して損害賠償の額について和解し
た。

損害賠償額 円11,358
【１２】
専決処分の報告について 平成２１年２月２０日四日市市山城町地内の県道上海老茂
（損害賠償の額の決定及び 福線において発生した工業研究所（金属研究室）に係る自動
和解について） 車による公務上の事故に関して損害賠償の額について和解し

た。
損害賠償額 円176,588

【１３】
県土整備部 専決処分の報告について 平成２１年３月２４日鈴鹿市五祝町地内の県道鈴鹿環状線

（損害賠償の額の決定及び において発生した鈴鹿建設事務所（保全室）に係る自動車に
和解について） よる公務上の事故に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 円266,585

【１４】
警察本部 専決処分の報告について 平成２０年１１月２１日伊勢市岡本二丁目地内の市道にお

（損害賠償の額の決定及び いて発生した伊勢警察署に係る自動車による公務上の事故に
和解について） 関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 22,418円

【１５】
専決処分の報告について 平成２０年１１月２７日四日市市赤堀新町地内の市道にお
（損害賠償の額の決定及び いて発生した四日市南警察署に係る自動車による公務上の事
和解について） 故に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 68,479円

損害賠償額 29,285円

【１６】
専決処分の報告について 平成２０年１２月８日鈴鹿市高塚町地内の市道において発
（損害賠償の額の決定及び 生した鈴鹿警察署に係る自動車による公務上の事故に関して
和解について） 損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 41,911円

【１７】
専決処分の報告について 平成２０年１２月１２日桑名市桑栄町地内の市道において
（損害賠償の額の決定及び 発生した桑名警察署に係る自動車による公務上の事故に関し
和解について） て損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 33,135円

【１８】
専決処分の報告について 平成２０年１２月１２日志摩市志摩町和具地内の市道にお
（損害賠償の額の決定及び いて発生した鑑識課に係る自動車による公務上の事故に関し
和解について） て損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 47,250円

【１９】
専決処分の報告について 平成２０年１２月１８日鳥羽市船津町地内の駐車場におい
（損害賠償の額の決定及び て発生した伊勢警察署に係る自動車による公務上の事故に関
和解について） して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 197,800円
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【２０】
警察本部 専決処分の報告について 平成２０年１２月２０日津市久居西鷹跡町地内の市道にお
つづき （損害賠償の額の決定及び いて発生した津南警察署に係る自動車による公務上の事故に

和解について） 関して損害賠償の額について和解した。
損害賠償額 269,100円

【２１】
専決処分の報告について 平成２１年１月２２日伊賀市四十九町地内の市道において
（損害賠償の額の決定及び 発生した伊賀警察署に係る自動車による公務上の事故に関し
和解について） て損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 6,804円

【２２】
専決処分の報告について 平成２１年１月２３日桑名市大字江場地内の駐車場におい
（損害賠償の額の決定及び て発生した桑名警察署に係る自動車による公務上の事故に関
和解について） して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 35,805円

【２３】
専決処分の報告について 平成２１年２月１７日津市雲出島貫町地内の市道において
（損害賠償の額の決定及び 発生した捜査第一課に係る自動車による公務上の事故に関し
和解について） て損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 8,400円

【２４】
専決処分の報告について 平成２１年２月２３日鈴鹿市住吉三丁目地内の市道におい
（損害賠償の額の決定及び て発生した四日市北警察署に係る自動車による公務上の事故
和解について） に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 66,465円

【２５】
県土整備部 専決処分の報告について 平成１８年６月２９日津市安濃町東観音寺地内の県道草生

（損害賠償の額の決定及び 曽根線において、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係
和解について） る損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 円3,500,000

【２６】
専決処分の報告について 平成２０年１２月７日津市白山町八対野地内の国道１６５
（損害賠償の額の決定及び 号において、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損
和解について） 害賠償の額について和解した。

損害賠償額 円50,529

【２７】
専決処分の報告について 平成２０年１２月２５日津市一志町井生地内の県道久居美
（損害賠償の額の決定及び 杉線において、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る
和解について） 損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 円74,655

【２８】
総務部 平成 年度三重県一般会 地方自治法施行令第１４６条第２項の規定に基づくもの。20

計繰越明許費繰越計算書
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【２９】
総務部 平成 年度三重県一般会 地方自治法施行令第１５０条第３項の規定に基づくもの。20
つづき 計事故繰越し繰越計算書

〈参 考〉

○繰越内容・理由

①土地収用法事業認定費（県土整備部）

行政代執行直前に義務者が自主撤去に着手したが、撤去に不測の日数を要したことから、代執行

にかかる委託費精算が年度内に完了しなかったため。

②都市河川改修費（県土整備部）

工事現場において発見された汚染物質について、汚染土壌の処理等の対策に不測の日数を要した

ため。

③河川災害助成事業費（県土整備部）

他事業（工事用道路）への残土流用について、地権者との調整に不測の日数を要したため。

④国補港湾改修費（県土整備部）

鋼構造物業者の指名停止の影響により、海洋土木工事の施工実績を有する業者による施工につい

ての検討に不測の日数を要したため。

⑤地方道路交付金事業費（街路 （県土整備部））

工事現場において発見された汚染物質について、汚染土壌の処理等の対策に不測の日数を要した

ため。

⑥校舎その他建築費（教育委員会）

工事のための大型工事車両の通行に伴い、工事箇所への進入道路の路面状態が悪化したことによ

り、関係者との協議に不測の日数を要したため。

【３０】
農水商工部 平成 年度三重県地方卸 地方自治法施行令第１４６条第２項の規定に基づくもの。20

売市場事業特別会計繰越明
許費繰越計算書

【３１】
県土整備部 平成 年度三重県港湾整 地方自治法施行令第１４６条第２項の規定に基づくもの。20

備事業特別会計繰越明許費
繰越計算書

【３２】
平成 年度三重県流域下 地方自治法施行令第１４６条第２項の規定に基づくもの。20
水道事業特別会計繰越明許
費繰越計算書

【３３】
企業庁 平成 年度三重県水道事 地方公営企業法第 条第 項の規定に基づくもの。20 26 3

業会計継続費繰越計算書

【３４】
平成 年度三重県工業用 地方公営企業法第 条第 項の規定に基づくもの。20 26 3
水道事業会計予算繰越計算
書

【３５】
平成 年度三重県水道事 地方公営企業法施行令第 条の２第 項の規定に基づく20 18 1
業会計継続費繰越計算書 もの。
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【３６】
企業庁 議会の議決すべき事件以外 地方公営企業の業務に関する予定価格５億円以上の工事又
つづき の契約等について は製造の請負の契約の変更

【契約名称】千本松原取水所改良工事(二期)
【履行場所】三重県桑名市長島町松之木地内
【契約金額】変更前 円897,960,000

変更後 円1,005,900,000
【契約方法】随意契約（変更契約）
【契約の相手方の住所及び氏名】

7 2愛知県名古屋市中村区角割町五丁目 番地の
大豊･天元特定建設工事共同企業体
代表者 大豊建設株式会社名古屋支店
執行役員支店長 日置 正紀

【変更契約締結の年月日】
平成 年 月 日21 3 25

【契約期間】平成 年 月 日から18 9 19
平成 年 月 日まで23 3 25

◎提出 【３７】
（１件） 県の出資等に係る法人の経 地方自治法第２４３条の３第２項及び同法施行令第１７３

営状況に関する説明書 条の規定により、三重県土地開発公社など１２法人の経営状
況を説明する書類を提出するものである。
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平成２１年第１回三重県議会定例会提出予定議案概要（追加提案・その１１）

区 分 件 名 概 要

予 算 ５件
条 例 案 １件 議案６件
その他議案 件
報 告 件
認 定 件
提 出 件
計 ６件

◎予算
（５件）

総務部 【１】平成 年度三重県一般会計補正予算（第５号）21

健康福祉部 【２】平成 年度三重県母子及び寡婦福祉資金貸付事業特別会計補正予算（第１号)21

農水商工部 【３】平成 年度三重県農業改良資金貸付事業等特別会計補正予算（第１号）21

企業庁 【４】平成 年度三重県水道事業会計補正予算（第１号）21

【５】平成 年度三重県工業用水道事業会計補正予算（第１号）21

◎条例案
（１件）

【６】
環境森林部 三重県森林整備加速化・林 国から交付される森林整備加速化・林業再生事業費補助金

業再生基金条例案 により、間伐等の森林整備の推進及び間伐材等の森林資源を
活用した林業、木材産業等の地域産業の再生を図るため、三
重県森林整備加速化・林業再生基金を設置するものである。

（公布の日から施行）
（主な制定内容）

( ) 基金の設置、積立て、管理、運用益金の処理、処分、繰替運用1
等について規定する。

( ) 平成２４年６月３０日限り、その効力を失う。2
( ) 基金に残余財産があるときは、当該残余財産の額に相当する金3
額を予算に計上して、国庫に納付するものとする。

〈参 考〉

○ 森林整備加速化・林業再生事業の概要

都道府県に設置する基金の造成に必要な経費を交付することにより、間伐及び路網整備、伐採から

搬出及び利用までの一貫した取組による間伐材の有効活用並びに地域木材等の利用を地域で一体的に

進めることを目的とする。


